〔要　求〕
	３．労働時間・休暇制度について
（１）労働時間の短縮

①　所定勤務時間を短縮すること。また、休憩時間については、育児・介護の責任を有する職員の実態等を総合的に考慮し検討するとともに、変更にあたっては、労使合意を前提とすること。さらに、変則・交替制勤務職場においても同様に勤務時間を短縮すること。

②　時間外勤務の縮減に努めるとともに、時間外手当は必要な予算を確保し完全支給すること。また、年間の総労働時間1800時間体制に確立に向け実効ある施策を講じること。

③　労働基準法第36条に基づく時間外勤務に関する労使協定（36協定）を最低でも法適用全職場（事業所、施設等）で締結すること。

④　時間外労働の縮減のため、毎週１回（水曜日を基本）のノー残業デーの設定をはじめ、定時退庁の促進を徹底すること。

⑤　育児・介護の責任を有する男女労働者の時間外労働（週休日、休日出勤を含む）は年間150時間を上限とすること。また、深夜労働の制限を設けること。


〔解　説〕
（１）所定勤務時間の短縮は、1991年の週休二日制の勧告と1992年５月からの実施以降における勤務時間制度に関わる最大の課題でした。
こうした状況のもとで、2005年に突如、休憩・休息時間の見直し問題が浮上し、2006年７月から交替制職場を除いて休息時間が廃止されました。自治労・公務員連絡会はこの問題について、勤務時間制度全体の見直しという枠組みのもとで対応することとし、超勤縮減や育児・介護職員の短時間勤務制度の導入や所定勤務時間の短縮と一体的に解決するよう協議を進めたものの、休息時間の廃止が先行し、その他の課題は先送りとされてきていました。
（２）その後、育児職員の短時間勤務制度が2006人勧での意見の申出に基づいて2007年８月から実施されました。

職員の所定勤務時間についても、2006・2007人事院報告を経て2008勧告で勧告に至りました。

北海道においては2012年４月から全ての自治体において、38時間45分となりました。
（３）また、人事院規則以下で措置される事項について、「今後の検討課題」として以下の事項が挙げられています。
　①　勤務時間の長さ等
　　ア）交替制勤務職員の勤務時間の割り振りの基準
　４週８休制以外の交替制職員の勤務時間の割り振りについては、毎４週間につき１週間当たりの勤務時間が42時間を超えないこととし、かつ、１回の勤務に割り振られる勤務時間が16時間を超えないという現行の枠組みが維持される。
　　イ）半日勤務時間の割り振り
　現行どおり４時間の勤務時間を割り振り変更するものとする。
　　ウ）非常勤職員の勤務時間
　非常勤職員の勤務時間については、日々雇用の非常勤職員については７時間45分を超えない範囲とし、その他の非常勤職員については、現行の仕組みどおり、常勤職員の１週間当たりの勤務時間38時間45分の４分の３を超えない範囲内となる。
　　エ）休憩・休息時間の見直し
　　　ⅰ　交替制勤務職員等の休憩・休息時間の設定基準
　交替制勤務職員等の休息時間については、2006年の休息時間の廃止の際に廃止が除外されていたが、今回の勤務時間短縮にあわせ、おおむね４時間の連続する正規の勤務時間におかれる休息時間２回のうち、１回分（15分）を休憩時間（１回15分）に置き換えることを基本とする方向で検討する。
　　　ⅱ　育児、介護等のための休憩時間の別段の定め
　休憩時間の短縮措置について、現行の休憩時間が60分の場合の15分、30分短縮、休憩時間が45分の場合の15分短縮というあり方について検討する。
　②　休暇
　　ア）常勤職員の休暇
　　　ⅰ　年次休暇の取得単位
　１日単位が原則であり、特に必要があると認められるときは１時間とし、半日単位は廃止する方向である。
　１日単位は、１回の勤務に割り振られた勤務時間が７時間を超え７時間45分を超えない時間とされている場合において、当該勤務時間のすべてを勤務しない場合に使用できるものとする。
　　　ⅱ　年次休暇の繰越
　現行どおり、20日を超えない範囲内の残日数（１日未満の単数は切捨て）とする。
　　　ⅲ　時間単位の年次休暇の換算
　時間単位の年次休暇を日に換算する場合には、７時間45分をもって１日とする。配偶者出産休暇、育児参加休暇、子の看護休暇も同様に扱う。
イ）短時間勤務職員の休暇
　　　ⅰ　年次休暇の日数
　毎日同じ勤務時間数を勤務する斉一型は現行どおり、常勤職員の年次休暇日数×１週間の勤務日の日数／５日とする。
　不斉一型は算定方法は現行どおりとし、常勤職員の年次休暇日数×短時間勤務職員の１週間当たりの勤務時間／38時間45分とする。
ⅱ　時間単位の年次休暇の換算
　斉一型については、勤務日ごとの勤務時間の時間数をもって１日とし、配偶者出産休暇、育児参加休暇、子の看護休暇も同様に扱う。
　不斉一型については、７時間45分をもって１日とし、配偶者出産休暇、育児参加休暇、子の看護休暇も同様に扱う。
　　　ⅲ　非常勤職員の休暇
　常勤職員および短時間勤務職員の見直しに合わせ改正する。
（４）公務員連絡会では、公務における1,800時間体制確立には、（ア）所定労働時間1,650時間（イ）所定外労働時間150時間とし、そのため１日の労働時間を７時間30分とし、休日・休暇については週休105日、休日14日（15日－土曜とのダブり１日）、年末年始４日（６日－週休日とのダブり２日）、夏季休暇５日、年次有給休暇20日、合計148日が必要となります。
（５）特に、当面重要となるのは時間外労働の縮減です。時間外労働縮減のために、割増率を高くすること（前掲）、人員を確保することが重要になります。当面は当局側も巻き込んで「ノー残業デー」の取り組みや、労働基準法第36条に基づく「時間外勤務協定（36協定）」を重点に取り組みます。自治労は「時間外労働の縮減指針」（別表）を明らかにしています。また、労働基準法第36条では、下記のように協定を義務付けており、協定がなされない場合は超勤を命令することができません。しかし不当にも労働基準法第33条第３の「（第16号「その他官公署」（第１～15号に該当しない官公署については）公務のために臨時の必要がある場合」はこれを必要としない－との条文を盾に無原則に超勤を命令している実態にあります。この条文はあくまで例外的に置かれたものであり、災害等緊急事態を想定したものです。したがって、法の厳格な運用を求めていくことは当然ですが、少なくとも現行で協定が義務付けられている適用事業所（職場、施設等）については必ず36協定を結ぶことが必要です。
＜別表　自治労の「時間外労働縮減指針」＞
	
	「労働基準法第36条第１項の協定で定める労働時間の延長の限度等に関する基準」

（以下上限時間）
	自治労の「時間外労働の縮減指針」

（以下上限時間）

	１　日
	
	２時間

	１週間
	15時間
	

	２週間
	27時間
	

	４週間
	43時間
	24時間

	１ヵ月
	45時間
	

	２ヵ月
	81時間
	

	３ヵ月
	120時間
	50時間

	１　年
	360時間
	150時間


労働基準法第36条第１項（時間外及び休日の労働）
	使用者は、当該事業場に、労働者の過半数で組織する労働組合がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合においては労働者の過半数を代表する者との書面による協定をし、これを行政官庁に届け出た場合においては、第32条から第32条の５まで若しくは第40条の労働時間（以下この条において「労働時間」という。）又は前条の休日（以下この項において「休日」という。）に関する規定にかかわらず、その協定で定めるところによって労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる。ただし、坑内労働その他厚生労働省令で定める健康上特に有害な業務の労働時間の延長は、１日について２時間を超えてはならない。


（６）連合は時間外労働に関する男女共通規制は、男女とも年間150時間を目標に当面年間360時間としています。労基法第33条第２項の拡大解釈のもとに、無制限に行われている時間外労働の具体的事由について、自治労は労基法第33条に照らして公務のために臨時の必要がある場合かどうかを交渉を通じて明確にさせるとともに、自治労の基準とする１日２時間、４週24時間、３ヵ月50時間、年間150時間を上限とし、各職場実態に応じて36協定をもって時間外労働を規制するとしています。
	

	＜参考＞

３６協定の締結について

2013年10月10日
自治労北海道本部賃金担当者会議

　

１．８～９月にかけて道内各地の保育所職場を対象に労働基準監督署から「時間外・休日労働に関する協定届を所轄労働基準監督署に届け出ていないのに、労働者を週40時間、１日８時間を超えて労働させており、また、１週間に１日以上の休日を与えていないこと」つまり、労基法32条・35条違反の指摘を受け、是正勧告がされているところです。

２．当局は労基法第33条３項では別表第１に掲げる事業を除き、「公務のために臨時の必要がある場合」は時間外労働や休日労働をさせることができるとの条文を盾に36協定の締結を拒む例がありますが、この条文はあくまで災害等緊急事態を想定し例外的におかれたものです。もっとわかりやすく説明すれば地方公務員においては労基法を原則適用としているため「時間外勤務をさせてはならない」ことが原則であり、やむを得ず行った時間外勤務に対する未払いの実態を完全になくすためにも当局が時間外勤務をさせる場合は36協定を締結しなければ時間外勤務をさせてはならないと理解をする必要があります。

＜労基法別表第１に掲げる事業を除く官公署の例＞

本庁、支所、出張所、行政委員会事務局、消防署、警察署、旅券事務所、福祉事務所、家畜保健衛生所、養蚕指導所、病害虫防除所、地域農業改良普及センター、計量検査所、身体障害者更生相談所、婦人相談所、児童相談所、消費生活センター、コミュニティセンターなど
また、協定を結ぶにあたって年300時間など上限時間を設定することになりますが、当局はその分の予算の確保が必要となることからも協定締結を拒むケースもあります。労働組合の観点からは時間外勤務の縮減が第一義的な目的ではあるものの、36協定の締結を足掛かりに超勤予算の100％確保を求めることが必要です。

３．道本部としては時間外労働の縮減にむけ、人員確保などの取り組みとあわせて、増大する時間外労働の一定の歯止めとなることから、2007年以降、全職場での36協定の締結を方針化し、第55回定期大会第４号議案「当面の闘争方針」の秋期闘争の推進の中で統一要求事項として設定しているところです。

道本部第55回定期大会第４号議案「当面の闘争方針」

2013年度自治体労働者の賃金・労働条件に関する統一要求書

５．労働時間・休暇制度について
（１）労働時間の短縮

③　労働基準法第36条に基づく時間外勤務に関する労使協定（36協定を最低でも法適用全職場（事業所、施設等）で締結すること

４．労基署からの是正勧告をうけた自治体については、当局責任において速やかに36協定を締結し、労基法適用職場での36協定の状況の点検と、全職場での協定締結にむけ、今秋期闘争での要求として掲げ、取り組みを展開します。

　　是正勧告を受けていない単組についても、36協定締結状況を把握し、他自治体における労基署からの是正勧告を受けた事実も活用しながら、全職場での協定締結を今秋期闘争で取り組む必要があります。

	


〔要　求〕
	３－（２）休暇制度の改善

①　最低年５日以上を基本とする夏季休暇を制度化すること。

②　リフレッシュ休暇制度、有給教育休暇、ボランティア休暇及び骨髄バンク提供職員に対する特別休暇を新設するとともに既存の特別休暇・病気休暇について日数拡大をはかること。

特に病気休暇の見直しにあたっては、自治体職員の実態を考慮した内容とすること。

③　健康障害休暇等の新設を行うこと。


〔解　説〕
（１）夏季休暇について
　90人勧によって国公は、３日間の夏季休暇が人事院規則で特別休暇として新設されました。道本部は、この３日に従前からの職専免等による既得権分の確保を含めて、年５日以上の夏季休暇の制度を要求しています。

　現在ほとんどの単組で制度化されていますし、また、全道庁労連では、夏季休暇は３日ですが、冬季職専免が２日制度化されています。これらを参考にして実現をめざしましょう。

なお、人事院の夏季休暇についての説明の特徴点は次のとおりとなっています。

	

	（１）夏季休暇の期間
　７月１日から９月30日迄の３ヵ月の期間内において取得できる。
　期間外の使用・未使用日数の翌年の繰越はできない。
（２）連続取得の原則
　夏季休暇の日数は、原則として連続する３日の範囲内とし、勤務の都合上これが困難である場合には分割することができる。
〈注〉①　「連続する３日」とは勤務を要しない日及び休日を除く３暦日である例えば｛夏季休暇｝｛閉庁の土曜日｝｛日曜日｝｛夏季休暇｝｛夏季休暇｝という取り方は可能である。しかし、｛夏期休暇｝｛年休｝｛夏期休暇｝｛夏期休暇｝という取り方は原則として不可。
②　取得単位は暦日である。例えば、交替制職員でＰＭ10～ＡＭ６という勤務時間の者が夏期休暇を取得した場合、２日の取得となる。
また、閉庁の土曜日に夏期休暇を取得した場合、１日の取得となり、４時間の時間休としては扱われない。
③　１日単位での分割取得は、勤務のローテーションの都合などで連続取得が困難な場合に可能であり、職員の個人的な事情により分割することはできない。

	


（２）リフレッシュ休暇は、ゆとりある生活スタイルへの転換をめざし、公務員にふさわしい人間形成を実現するためにも必要です。
道は、92年４月から勤続30年で３日のリフレッシュ休暇（永年勤続休暇）を勝ちとっており、当面道を目標に取り組みをすすめます。なお、公務員連絡会の要求は、有給で勤続10年目で５日、20年目に10日、30年目に15日となっています。
（３）「有給教育休暇」は、ＩＬＯ第148号（1974年採択・日本は未批）で定められたもので、「一般教育、社会教育及び市民教育」「労働組合教育」などを、労働時間中に有給で行うものです。社会的、経済的、技術的及び文化的なものに対する欲求や要望を満たすために、取られる措置です。この条約は、連合の重点批准条約にもなっています。
（４）阪神・淡路大震災の中で、ボランティアの活動が高く評価されました。また、高齢社会を迎え行政がカバーをできないところを補っているのもボランティアです。しかし、現実にはこのように社会貢献を行うとすると「休み」が壁となり、行おうにも行えない現実があります。

1996年の人事院勧告に基づき、1997年１月１日施行でボランティア休暇が新設されました。人事院規則では「職員が自発的に、かつ、報酬を得ないで次に掲げる社会に貢献する活動（－略－）を行う場合で、その勤務をしないことが相当であると認められるとき、１年において５日の範囲内の期間…」と定められました。

また、2011年３月に発生した東日本大震災の中で、ボランティアの活動が高く評価されています。1997年１月施行したボランティア休暇を５日以内の範囲内の期間を特例的に延長する対応が人事院で取られました。しかし、それだけでは未曾有の被害を受けた被災地では十分な支援活動もできませんでしたので、最低でも、この国の基準を上まわる条件の確保が必要です。
（５）骨髄バンクへ提供職員に対する特別休暇は、1993年４月から国において実施されています。骨髄バンクとは、白血病等骨髄移植を行わなければ治ゆする可能性のない病気の治療のため、骨髄提供を希望する人を予め登録することです。移植した骨髄提供（ドナー）と患者の血液の白血球の型が一致している必要があり、多くの場合、非血縁者に頼らなければ骨髄移植を受けることはできない現状です。　

骨髄バンクへの登録だけの場合は、献血程度の時間ですが、提供が決まった時には健康診断等に３日程度、入院に５～６日程度の日数がかかります。しかし、これに対する特別休暇がなければ、実際に提供することは困難です。

（６）社会的貢献度が大きく人命にかかわるこの問題について、特別休暇として制度化し多くの人が骨髄提供者として登録し、提供できるよう各単組で要求し、実現することが社会的要請にもなっています。

各自治体においても導入させるよう取り組みを強化しましょう。
（７）更年期には、ほとんどの女性が何らかの心身の変調をきたします。いわゆる更年期の諸症状について、更年期障害という休養や治療を要すほど症状がひどい場合は、適切な措置が必要です。また、最近では男女を問わず、うつ状態などメンタル面での症状が現れる場合も多く指摘されています。

これらの更年期障害にかかわらず、健康審査や医師による指導・助言を受けるなど、心身の健康を維持・管理するための休暇の新設を求めます。
　
〔要　求〕
	３－（３）両立支援のための休暇等の新設・充実

①　介護休暇を４原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保）で制度化すること。

②　育児休業を５原則（有給・選択制・現職復帰・代替の確保・男女対象を制度化）で制度化すること。

③　民間の育児・介護休業法改正､国家公務員の制度改正や配偶者帯同休業制度の創設の意見の申出を踏まえ、以下のとおり、改善すること。
ア）３歳未満の子を持つ職員に対し、職員より申請があった場合は時間外勤務をさせてはならない規定を新設すること。

イ）子の看護休暇の期間について、２人以上の場合は10日以内の範囲内の期間とするよう改正すること。また、休暇の取得要件に疾病の予防をはかるために必要な子の世話を加えること。

ウ）育児休暇（時間）は最低120分とするとともに、男女とも取得できる制度とし、拡充すること。

エ）育児・介護を行う職員への早出・遅出勤務制度を整備すること。

オ）育児のための短時間勤務制度について

　ⅰ）国家公務員の制度を最低とし、条例化にあたっては事前協議・交渉・合意を前提とすること。

　ⅱ）代替職員は原則正規職員とし、最低でも任期付職員制度を活用すること。

カ）育児休業取得の際の専業主婦（夫）除外規定を廃止すること。また、育児短時間勤務、育児時間、早出遅出勤務、超過勤務の制限及び免除についても、同様とすること。

キ）男性職員の育児参加の促進と家庭責任を果たすための支援策として、育児参加特別休暇・配偶者出産休暇制度の新設・拡充をすること。

ク）介護のための短期の休業制度（特別休暇）を新設すること。要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日の範囲内の期間とすること。

ケ）介護など家族的責任を有する男女労働者の時間外労働の制限を徹底すること。

コ）介護を行う職員のための短時間勤務制度を導入するとともに、後補充の仕組みを明確にすること。
④　育児休業及び介護休暇に関わる期間の給与上の取扱いは、全期間勤務したものとみなし、昇給・昇格・一時金・退職手当に関する不利益を解消すること。
⑤　配偶者帯同休業制度については、国の措置に遅れることなく制度化すること。また、国内異動にも適用すること。
⑥　次世代育成支援対策推進法を踏まえ、自治体においては事業主として、両立支援策に関わる「行動計画」の着実な実施をはかること。


〔解　説〕
（１）2001年11月、民間の「育児休業、介護休業等育児または介護を行う労働者の福祉に関する法律」の改正法案が成立し、これを受けて公務においても2001年12月に関係法律の改正が行われ2002年４月から施行されました。

結婚・妊娠・出産・育児・介護などを理由に退職勧奨や解雇されることのないよう、仕事と家庭の両立支援策を拡充し、それぞれの職場での適用法に合わせて、家族的責任を担う労働者にとって、より働きやすい職場の実現をめざし法律にあわせた条例化、協約化と運用を求めていきます。また、取得率の低い男性の育休介護休業・休暇取得の促進のため具体策を求めていきます。
（２）小学校就学前の子の養育や家族を介護する男女労働者が申請した場合、使用者は当該労働者に１月において24時問、１年について150時間を超える時間外労働および深夜労働をさせることはできません。地方公務員においても同様の措置を規定しています。

また、2009年６月に改正された民問の「育児休業、介護休業等育児または介護を行う労働者の福祉に関する法律」においては、さらに「3歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度（１日６時間）を設けることを事業主の義務とし、労働者からの請求があったときの所定外労働の免除を制度化する」こととなりました。
（３）家族的責任は男女労働者がともに担うべきものです。育児・介護を行う男女労働者を対象とした時間外労働の上限を設定することが重要です。各職場・単組では上記の内容を点検し、育児・介護など家族的責任を有する男女労働者の深夜労働の規制を求めるとともに、時間外労働について年間150時間を上限とし、子の養育または家族の介護などの事情に関する配慮から深夜労働の制限限を設けていくことを求めます。
（４）仕事と生活の調和（ワークライフバランス）の確立をはかり、働くものの健康を維持するためには、所定労働時間の短縮、労働時間管理の徹底と不払い残業の撲滅など労働時間短縮が不可欠です。連合においても春闘の課題として積極的に取り組むこととしています。健康障害を発生させないためにも取り組みを強化します。
（５）これまで、育児休業をした職員が職務に復帰した場合は当該該当の1/2に相当する期間を引き続き勤務したものとみなして号俸を調整するということで育児休業法により規定されていました。

これについて、最近の民間企業における動向や職業生活と家庭生活の両立支援策としての育児休業の重要性を勘案すると調整の換算率を見直す必要があるとして、育児休業をした期間の100/100以下に相当する期間を引き続き勤務したものとみなして調整することができるようにすることで人事院規則および国家公務員の育児休業法・地方公務員の育児休業法が改正されています。自治体においても、上記の観点から早期に関係条例・規則の見直しを求めるとともに、すでに育児休業を取得済みの職員についても、部内の検証上在職者調整を求めることが重要です。
（６）また、基準日に育児休業中の者に対して勤務実績に応じて一時金を支給する勧告が1999年にされています。少子化対策や男女共同参画が社会的重要課題となる中で、育児休業を取得する者が無給であることは大きな制度的矛盾でした。公務員連絡会は育児休業制度発足当初から、育児休業中の者にも一定の給与を支給するよう求め続け、とくに、勤務実勢があっても基準日に休業の者に一時金が支払われない矛盾を早急に解消するよう人事院に強く求めてきました。この勧告は、こうしたわれわれの取り組みの成果であると同時に、これを足がかりにさらに取り組みを進めていかねばなりません。なお、勧告記述は次のとおりです。「民間の取扱いとの均衡を図る観点から、特別給の基準日に育児休業中の職員のうち、算定期間に勤務実績がある職員に対し、在職期間等に応じて期末手当、勤勉手当及び期末特別手当を支給することとします」。

（７）期末手当においては、基準日前６月以内に育児休業を１日でも取得すると、在職期間からその１／２の期間が除算されるため、期末手当の在職期間別割合が80/100となり、期末手当が２割削減されるという制度となっています。給料は育児休業の復職時調整では取得した全期間にわたり勤務したものとみなされて調整がされるのに、期末手当では1/2の期間、勤勉手当においては全期間在職期間から除外されるということとなっています。

このような制度に対して、2011年７月に人事院総裁に対し総務大臣、厚生労働大臣、男女共同参画大臣の連名で「男性職員の育児休業取得促進に向けた期末手当に係る改善検討の要請」を行ったところです。こうした動きの中で2011人事院勧告の報告の中で育児休業を短期間（１月以内）取得する場合は減額はしないことで人事院規則が改正されました。適用は2011年12月の期末手当からとされています。今回、期末手当のみの改善となりますが、各単組においては、人事院規則改正の動向を踏まえ、国に遅れることなく同様に取り扱うよう交渉を強めましょう。
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○　在職期間別割合

	在職期間
	割合

	６ヶ月
	100/100

	５ヶ月以上６ヶ月未満
	80/100

	３ヶ月以上５ヶ月未満
	60/100

	３ヶ月未満
	30/100


（８）育児・介護休業法は、2009年６月に改正され、一部を除き2010年６月30日から施行されることとなっています。改正法は、仕事と家庭の両立支援策をいっそう推進するため、男女がともに子育て・介護をしながら働き続けることができるよう、女性労働者への就業継続の支援、男性がより子育てに参加できる働き方の実現、実効性の確保など雇用環境の整備を図る内容となっています。
（９）おもな改正点は、以下のとおりです。
１．子育て期間中の働き方の見直し
①　３歳までの子を養育する労働者について、短時間勤務制度（１日６時間）を設けることを事業主の義務とし、労働者からの請求があったときの所定外労働の免除を制度化する。
現行：小学校就学前の子の養育や家族を介護する男女労働者が申請した場合、使用者は当該労働者に１月において24時間、１年について150時間を超える時間外労働および深夜労働をさせることができない。
②　子の看護休暇制度について、小学校就学前の子が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日に拡充する。また、休暇の事由に予防接種や健康診断などに必要な子の世話を加える。
現行：小学校就学前の子がいれば、人数に関わりなく年５日
２．父親も子育てができる働き方の実現
③　父母がともに育児休業を取得する場合、１歳２カ月までの間に、１年間育児休業を取得可能とする。
現行：１歳までの間
④　妻の出産後８週間以内に父親が育児休業を取得した場合、再度の育児休業を取得可能とする。（出産後８週以内に取得した育児休業のカウント除外）

⑤　配偶者が専業主婦（夫）であれば、育児休業を取得不可とすることができる制度を廃止する。
３．仕事と介護の両立支援 

⑥　家族のための短期の休暇制度を創設する。（要介護状態の対象家族が１人であれば年５日、２人以上であれば年10日）
４．実効性の確保 

⑦　育児・介護休業の取得にともなう苦情・紛争について、都道府県労働局長による苦情処理・紛争解決の援助および調停の仕組みを創設する。

⑧　勧告に従わない場合の公表制度や、報告を求めた場合に報告しない、または虚偽の報告をした者等に対する過料を設ける。 

（10）人事院は上記の法改正を踏まえ、国家公務員の育児休業等の制度改正について検討し、09人事院勧告における「意見の申し出」を行いました。

「意見の申し出」では、国家公務員の制度ではすでに措置されているものも含め、上記 ① ～ ⑧ に記載した改正内容の個別事項について、以下のとおりとしています。
３歳までの子を養育する労働者の、ア）短時間勤務制度については、公務では小学校就学の始期に達するまでの子を養育するための短時間勤務，育児時問がすでに制度化されている。イ）所定外労働の免除の義務化については、公務でも制度化されていないので、民問の改正法を踏まえ、人事院規則の改正が必要。 

②　公務では、小学校就学の始期に達するまでの子の看護休暇は、子の人数に関わりなく年５日とされているため、民間の改正法に合わせ、人事院規則を２人以上の場合は10日に改正する必要がある。また、休暇の取得事由に、予防接種や健康診断などに必要な子の世話を加える必要がある。

③　公務ではすでに、子が３歳に達する日まで育児休業することが可能である。

④　公務では、妻の出産後８週間以内に父親が育児休業を取得した場合、特例として育児休業の再度の取得を認める制度はないので、民間の改正法に合わせて制度改正が必要。

⑤　公務では、配偶者等が就業していない場合は育児休業を取得できないため、民間の改正法に合わせて制度改正が必要。

⑥　公務では、介護のための短期の休暇制度は設けられていないので、民間の改正法に合わせて年５日、要介護者が２人以上であれば年10日の介護休暇の創設が必要。

⑦　紛争解決の援助および調停の仕組み等の創設については、公務では、苦情相談・不服申立制度等で対応可能。

⑧　公表制度および過料の創設については、公務には該当しないので、新たに措置する必要はない。

（11）なお、仕事と家庭の両立支援に関わり、国家公務員ですでに措置されている制度は以下のとおりです。
①　介護休業
　配偶者（事実婚可）父母、子、配偶者の父母，同居しかつ扶養している祖父母・兄弟姉妹・孫が、負傷、疾病または身体上もしくは精神上の障害により、常時介護（要介護状態）であることが明らかになった場合、国家公務員については、介護休業の期間は「連続する６月の期間内において必要と認められる期間」（勤務時間、休暇等法20条２項）とされ、介護のために休業もしくは勤務時間の短縮ができることとなっています。

　地公法適用職場での条例化にあたっては、６月以上の期間となるよう取り組みを進めましよう。また介護休業を取得しない場合は、使用者に対して勤務時間の短縮措置とその他の労働者に対する措置（期間は３月）を義務付けています。
②　育児休業
　育児休業制度とは、3歳に満たない子を養育するために３歳の誕生日の前日まで休業できる制度です。子が３歳に達するまでの間で職員が希望する期間となります。男性職員は子の出生の日から、女性職員は産後８週間の就業禁止期間終了日の翌日から育児休業することができます。
③　子の看護休暇
　2004年の人事院勧告により制度の改善が図られました。小学校就学期に達するまでの子を養育する職員は、従来は１年に５日で日単位の取得でしたが、時間単位で取得が可能になっています（再任用短時問勤務職員にも適用）。さらに休暇期間の拡充（当面は10日間を目標に）、家族の看護への対応など、より実態にあった柔軟な制度へと拡充を求めます。
④　男性の育児参加のための特別休暇
　妻の産前産後の期間に、出産に係る子または上の子（小学校就学前）の養育のために５日の範囲以内で日または時間単位で取得ができます（再任用短時間勤務職員にも適用）。育児参加休暇の延長について条例化を進めるにあたっては、男性の育児休暇取得の促進と合わせて取り組みを進めて行くこととします。
⑤　配偶者出産休暇の事由拡大および時間単位での取得
　従来の日単位の取得を緩和し、２日以内で日または時間単位で取得が可能になり、入退院の付き添いを拡大し、出産の付き添いと出生届けにも使えることとなっています。男女が出産や子育てにおいて互いに協力するためにも、妊娠が判明したときから、男性がパートナーと同様の経験をしていくことは大切なことです。出産に関わる両親学校の出席などに活用できる、配偶者出産休暇制度の拡充・新設を求めていきます。
（12）人事院は、2010給与勧告等に合わせて、非常勤職員が育児休業等を取得できるようにするための法改正を求める意見の申出を行いました。（資料　育児休業法の改正についての意見の申出及び両立支援策の改正のポイント参照）
意見の申出では、①任用期間が１年を超え、今後も引き続き任用されることが見込まれる非常勤職員について、子が１歳に達する日まで育児休業をすることができること、②任用が１年を超える非常勤職員について、子が３歳に達するまで育児時間を適用することができること、③2011年４月１日から実施すること、などが概要となっていました。また、これらの制度改正に合わせて、非常勤職員に介護休暇を適用するための人事院規則の改正も行われることとなっています。＜資料参照＞

これらを受けて、国の非常勤職員にも育児休業が取得できるよう昨秋の臨時国会で法改正が行われました。
（13）しかし、一緒に成立した地方公務員の育児休業法の改正については、一般職非常勤職員（地公法17条）のみが適用対象であり、特別職非常勤職員（同法３条３項３）および臨時的任用職員（同法22条）は対象になりませんでした。
自治体においては、民間の育児・介護休業法の考え方（１年以上の実質的な継続雇用であればパート労働者、期間労働者であっても適用の対象とする）を踏まえ、１年以上の継続雇用であれば、どんな任用根拠であっても育児休業が取得できるよう、条例・要綱により育児休業の制度化を図っていく必要があります。
（14）なお、こうした制度と実態の矛盾について、自治労本部における総務省への取り組みの中から、総務大臣は2010年11月16日の衆議院総務委員会において「実態に応じて、自治体でもって（育児休業の）措置することができる」と答弁し、特別職非常勤職員（同法３－３－３）および臨時的任用職員（同法22条）を対象に自治体独自の育児休業制度の導入を容認しています。

（15）2013人事院報告の中で配偶者帯同休業制度の意見の申出がされ2014年２月21日から「配偶者同行休業制度」として施行されています。外国で勤務等をする配偶者と生活を共にすることを希望する職員が休業の対象とされているため、ケースとしては少ないものと考えられますが、権利として制度創設を求める必要がありますし、外国だけでなく国内での異動であっても適用される制度とするよう求めます。
＜資料＞育児休業法の改正についての意見の申出及び両立支援改正のポイント
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〔要　求〕
	３－（４）フレックスタイム制の導入について

①　自治体の実態を踏まえ、時間外勤務の縮減や職員の柔軟な働き方が確保される確証が得られるまで導入しないこと。
②　特に時間外勤務手当の圧縮を目的とした制度導入は行わないこと。


（１）2015年人事院報告・勧告で「フレックスタイム制の拡充を内容とする勤務時間報告・勧告」がされました。国家公務員においては、研究職等一部の職場でのみ運用されてきましたが、それを全職員が対象とすることとなりました。

　　　民間企業で行われている（労基法で規定されている）従業員が自由に出勤した時刻・退勤した時刻を出退勤時刻とするフレックスタイムとは異なり、勤務時間法のもとで職員の申告に基づき勤務時間の割り振り変更を行うというものです。
（２）フレックスタイム制そのものは職員の柔軟な働き方や総労働時間の短縮等につながることで、ワーク・ライフ・バランスに資する制度ではありますが、国とは違い、地方自治体では住民と密接にかかわる業務が中心となっていることや慢性的な時間外勤務の状況から、機械的に導入してしまえば、職場が混乱するのは必至でひいては、住民サービスの影響も懸念されます。

（３）勤務時間は賃金労働条件の最たるものであるという認識のもと、労働組合との十分な協議のうえで制度導入を決定していくものであることを確認し、導入にあたっての諸課題解決と並行した対策が必要です。
＜フレックスタイム制の法制度間比較＞
[image: image2.emf]現行制度 新たな制度骨子案（基本）

新たな制度骨子案（育児介護職員特例）

定め方 就業規則および労使協定 定め方

勤務時間法、人事院規則（15－

14）等

勤務時間法等 勤務時間法

対象者

労使協定で定める者（18歳未満の年少

者は対象外）

対象者

研究職員、専門スタッフ職員の

一部（調査・研究関係）

全ての職員（交替制勤務職員等

を除く）

子の養育(小学６年生まで)又は

家族の介護を行う職員

要　件 要　件

始業及び終業の時刻について職

員の申告を考慮して当該職員の

勤務時間を割り振ることが公務

の能率の向上に資すると認める

場合

各省各庁の長が、公務の運営に

支障がないと認める場合には、

職員の申告を経て割り振り

各省各庁の長が、公務の運営に

支障がないと認める場合に、職

員の申告を経て割り振り

清算期間

１ヵ月以内の期間で労使協定(・就業規

則)で定める

割振り

単位期間

４週間 ４週間

１週間以上４週間以下の範囲内

で各省各庁の長が設定

勤務時間

１週間：４週間ごとの期間につ

き１週間当たり38時間45分

１ 日：研究職員２時間以上、

スタッフ職員４時間以上

休憩時間：基本的に、おおむね

４時間ごとに30分

１週間：４週間ごとの期間につ

き１週間当たり38時間45分

１　日：６時間以上



休憩時間：基本的に、おおむね

４時間ごとに30分

１週間：４週間ごとの期間につ

き１週間当たり38時間45分

１　日：４時間以上



休憩時間：基本的に、おおむね

４時間ごとに30分

コアタイ

ム

月曜～金曜（の５日間のうち１

日以上の日）の午前９時～午後

４時の間で、１日につき２時間

以上４時間30分以下の範囲内

月曜～金曜の午前９時～午後４

時までの時間帯に５時間（各省

各庁の長が設定）

※午前９時から午後４時までの

時間帯を基本。ただし業務運営

の実態に応じて時間帯を変更可

能

月曜～金曜の午前９時～午後４

時までの時間帯に２時間以上４

時間30分以下の範囲内で各省各

庁の長が設定

ﾌﾚｷｼﾌﾞﾙﾀ

ｲﾑ

始業：午前７時以降

就業：午後10時以前

始業：午前７時以降

就業：午後10時以前

※庁舎管理時間等を考慮し、各

省各庁の長が設定

始業：午前７時以降

就業：午後10時以前

※庁舎管理時間等を考慮し、各

省各庁の長が設定

割振りの

期限

できる限り、単位期間（４週

間）が始まる日の前日から起算

して１週間前の日までに行う

できる限り、単位期間（４週

間）が始まる日の前日から起算

して１週間前の日までに行う

単位期間が始まる日の前日まで

に行う

割振り後

の変更

下記の場合に、各省各庁の長は

勤務時間の変更が可能

①職員からの申告があった場合

②業務の運営に支障が生ずると

認められる場合

下記の場合に、各省各庁の長は

勤務時間の変更が可能

①職員からの申告があった場合

②業務の運営に支障が生ずると

認められる場合

下記の場合に、各省各庁の長は

勤務時間の変更が可能

①職員からの申告があった場合

②業務の運営に支障が生ずると

認められる場合

備考

清算期間の上限を３ヵ月に延長するた

めの労基法改正案が、国会提出されて

いる。なお、法案での施行日は2016年

４月１日

備考

国家公務員

労働基準法（32条の３）

※官執勤務時間（午前８時30分～午後５時）の変更はない

※新制度措置後も現行制度は維持

労働時間

①「清算期間における総労働時間」を

労使協定(・就業規則)で定める（１週

間当たりの労働時間が法定労働時間(40

時間)の範囲）

②「標準となる１日の労働時間」を労

使協定(・就業規則)で定める

③コアタイムおよびフレキシブルタイ

ムを労使協定(・就業規則)で定めるこ

とができる

始業・就

業時刻の

決定

労働者の自主的決定

（使用者による決定はできない。決定

期限等はない）


○　在職期間は給与法の適用を受ける職員として在職した期間


次の期間は在職期間から除算する（人事院規則9-40第5条2項）


①　停職者、専従休職者の期間


②　非常勤職員の期間（勤務日及び勤務時間が常勤の職員と同様である者を除く）


③　育児休業の期間の1/2


④　自己啓発等休業の期間の1/2


⑤　休職の期間の1/2


⑥　育児短時間勤務をすることにより短縮された勤務時間の短縮分に相当する期間の1/2
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